
（単位:円）
金  額

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金 178,620,038
          前 払 金 963,872
          未 収 入 金 1,164,600
          前 払 費 用 817,613
        流動資産合計 181,566,123
  ２．固定資産
    (1) 基本財産
          三菱東京UFJ銀行  定期預金 18,500,000
          三菱UFJ信託銀行  定期預金基本財産 106,520,000
        基本財産合計 125,020,000
    (2) 特定資産
          退 職　給 付 引 当 資 産 6,213,810
          I T 関 係 対 応 特 定 資 産 20,000,000
          教 育 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 改 定 特 定 資 産 50,000,000
        特定資産合計 76,213,810
    (3) その他固定資産
          什 器 備 品 761,672
          電 話 加 入 権 382,568
          ソ フ ト ウ エ ア 17,213,584
          長 期 前 払 費 用 0
        その他固定資産合計 18,357,824
        固定資産合計 219,591,634
        資産合計 401,157,757
Ⅱ　負債の部
  １．流動負債
          未 払 金 6,529,480
          未 払 費 用 78,958
          前 受 金 86,000
          預 り 金 628,451
          仮 受 金 64,800
          賞 与 引 当 金 1,354,500
          未 払 消 費 税 1,322,800
        流動負債合計 10,064,989
  ２．固定負債
          退 職 給 付 引 当 金 6,979,480
        固定負債合計 6,979,480
        負債合計 17,044,469
Ⅲ　正味財産の部
  １．指定正味財産
        指定正味財産合計 125,020,000
        （ う ち 基 本 財 産  へ の 充 当 額 ） 125,020,000
  ２．一般正味財産 259,093,288
        正味財産合計 384,113,288
        負債及び正味財産合計 401,157,757
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１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
　什器備品、ｿﾌﾄｳｪｱともに、定額法による減価償却を実施しています。

（２）引当金の計上基準

　賞与引当金

　　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当年度負担分を計上しています。
　退職給付引当金
　　職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務に基づき、当年度末
　　において発生していると認められる額を計上しています。なお、退職給付債務は、期末
　　自己都合要支給額に基づいて計算しています。

（３）消費税等の会計処理について
　消費税等の会計処理は、税込方式によります。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）
　　　科 　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　定期預金 125,020,000 125,020,000

小　計 125,020,000 125,020,000
特定資産
　退職給付引当資産 15,376,490 765,670 9,928,350 6,213,810
　IT関係対応特定資産 20,000,000 20,000,000
　教育システム改定特定資産 50,000,000 50,000,000

小　計 85,376,490 765,670 9,928,350 76,213,810
合　計 210,396,490 765,670 9,928,350 201,233,810

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

　　　科 　　目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債
に対応する
部分）

基本財産
　定期預金 125,020,000 125,020,000

小　計 125,020,000 125,020,000
特定資産
　退職給付引当資産 6,213,810 6,213,810
　IT関係対応特定資産 20,000,000 20,000,000
　教育システム改定特定資産 50,000,000 50,000,000

小　計 76,213,810 70,000,000 6,213,810
合　計 201,233,810 125,020,000 70,000,000 6,213,810

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

科  目 取得価額
減価償却累

計額
当期末残高

什器備品 3,887,760 3,126,088 761,672

ソフトウェア 32,451,676 15,238,092 17,213,584

財務諸表に対する注記



５．賞与引当金
（１）引当金の計上基準
　　　１．重要な会計方針（２）に記載のとおりです。

（２）増減の明細 （単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金 1,461,000 1,354,500 1,461,000 1,354,500

６．退職給付引当金
（１）引当金の計上基準
　　　１．重要な会計方針（２）に記載のとおりです。

（２）増減の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 15,376,490 765,670 9,162,680 6,979,480

７．事業実施資産
事業実施資産の内訳は下記の通りです。なお、退職給付引当資産及び固定資産の実施事業
のための割合は２５％としています。

（単位：円）

資産の名称
貸借対照表

価額
割合

事業実施資
産の価額

退職給付引当資産 6,213,810 25% 1,553,453

什器備品 761,672 25% 190,418

電話加入権 382,568 25% 95,642

ソフトウェア 17,213,584 25% 4,303,396

合計 24,571,634 25% 6,142,909

　　　科 　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高

　　　科 　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高



１．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産については、財務諸表に対する注記２．基本財産及び特定資産の増減額

　　及びその残高に記載しているため、記載を省略する。

２．引当金の明細

　　賞与引当金については、財務諸表に対する注記５及び、退職給付引当金については、

　　同６に記載しているため、記載を省略する。
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